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平素は「次世代⾦融テクノロジー株式ファンド (愛称 ブロックチェーン・⾦融革命) 」をご愛顧賜り厚く御
礼申し上げます。本資料では「ブロックチェーン・⾦融⾰命」の設定来の振り返りと2020年の注⽬ポイン
トについてご報告いたします。

設定来の振り返り

【 基準価額と純資産総額の推移 】(円) (億円)

【 期間別騰落率 】

・期間：2019年1⽉30⽇〜2020年1⽉31⽇
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純資産総額 (右軸) 基準価額(左軸)

過去1ヵ月 過去3ヵ月 過去6ヵ月 過去1年

+4.2% +11.8% +10.5% +34.0%

基準価額 13,401円

設定来騰落率 +34.0%

純資産総額 41億円

(2020年1⽉31⽇時点)

当ファンドの基準価額は2019年半ばに伸び悩んだものの、2019年10⽉以降はFRB(米連邦準備制
度理事会)が予防的な利下げに踏み切ったことなどを追い⾵に堅調に推移して、2020年1月31日時点
の基準価額は13,401円、設定来の騰落率は＋34.0％となっています。

※基準価額の計算において信託報酬は控除されています。
※設定来のファンド騰落率は、10,000を基準として計算しています。

〜 ⾜元の運⽤状況と今後の⾒通しについて 〜

当ファンドの設定来の騰落率は＋34.0％
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各局面における運用状況

当ファンドは設定来で世界株と⾦融株の上昇率を上回り、相対的に高いパフォーマンスをあげています。
特に上昇局面では世界株式をアウトパフォームしています。

一方、トランプ米大統領のツイートを受けて米中貿易戦争の激化懸念の強まった2019年5月や対中関
税第4弾発動に関するツイートが影響した2019年8月のリスク回避局面では他の主要な株価指数より
下落率が抑えられています。

この背景には当ファンドが①組入銘柄の成⻑性を重視しつつバリュエーションにも注意を払った運⽤を⾏っ
ていること、②ブロックチェーンが景気循環や国際政治の影響を受けにくい息の⻑い投資テーマということな
どがあると考えられます。

・出所：Bloombergより作成

・出所：Bloombergより作成 ・出所：Bloombergより作成

・期間：2019年4⽉26⽇〜2019年5⽉31⽇ ・期間：2019年7⽉31⽇〜2019年8⽉30⽇

※世界株：MSCI ACWI Net Total Return USD Index(円換算)、⾦融株：MSCI ACWI Financials Net Total Return USD Index(円換

算)、株価指数は前営業日の値を表示

【 局⾯①：2019年5⽉の騰落率 】 【 局⾯②：2019年8⽉の騰落率 】

・期間：2019年1⽉30⽇〜2020年1⽉31⽇(2019年1⽉30⽇を10,000として指数化)

【 当ファンドの基準価額と世界の株価指数の推移 】
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上記は投資対象市場における代表的な企業の紹介を目的としたものであり、必ずしも実際に当ファンドに組入れられる投資銘柄とは限りません。
また、記載銘柄の推奨および個別銘柄の売買の推奨を⾏うものではありません。写真はイメージです。

情報提供資料
（2020年2月）
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寄与度上位5銘柄のパフォーマンス寄与度と概要

銘柄名 寄与
発⾏国
・地域

銘柄概要

ワールドペイ
(買収に伴い上場廃止)

212円 米国
電⼦決済サービス会社で個⼈間送⾦アプリの「Venmo(ヴェ
ンモ)」や海外送⾦の「Xoom(ズーム)」などが人気。

IHSマークイット 197円 米国
⾦融機関や市場関係者向けに経済データやマーケットデータ
などの専門データの収集・分析サービスを提供。

トランスユニオン 180円 米国
信⽤調査の世界⼤⼿でクレジットカード利⽤履歴やローン返
済状況などのデータを保有。

ビザ 171円 米国
クレジット/デビットカード大手で世界中で決済ネットワークを
提供。「Visa」ブランドは幅広く浸透。

エクイニクス 166円 米国
世界最多のネットワークに接続されたデータセンターの運営会
社で日本では東京と大阪に展開。

2019年を通して業績が良好で
あったことがプラス材料となりまし
た。

直近数年間で買収した企業に
よるシナジー効果などが追い風と
なり、業績が良好に推移したこと
がプラス材料となりました。

クレジットカードによる決済ボ
リュームが引き続き増加して業績
が堅調に推移したことが追い風と
なりました。

・出所：Bloombergより作成

・期間：2019年1⽉30⽇〜2020年1⽉31⽇

【 株価の推移 】(ドル) (ドル) 【 株価の推移 】 (ドル) 【 株価の推移 】
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※ワールドペイは2019年7月31日に上場廃止
・期間：2019年1月30⽇〜2020年1月31日

IHSマークイット トランスユニオン ビザ

決済やブロックチェーン関連銘柄などがパフォーマンスを牽引

(年/月) (年/月) (年/月)
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今後の⾒通しと運⽤⽅針

ブロックチェーン商用化に向けた様々な取り組みで拡大が期待される投資機会

低⾦利と好業績が同居する「適温相場」が続いており、グローバル株式市場は堅調に推移しています。地
政学リスクや米⼤統領選挙を控えた政治的不透明感が払拭しきれないことがFRBが緩和的な⾦融政策
を続ける要因となっており、当面はこうした状況が継続する可能性があると考えています。

ブロックチェーンに関しては引き続き次世代技術として世界各地で注目を浴びています。2019年には中国
政府がブロックチェーンの開発を推進する方針を示しました。習近平国家主席はブロックチェーンを「核心技
術」と位置づけて国家主導で技術革新を進める意向を明らかにしています。また、日本においてもブロック
チェーンを活用して相続⼿続きを効率化する実証実験が始まっています。

ブロックチェーンは引き続き次世代の情報管理技術として様々な産業において活⽤される⾒込みです。ブ
ロックチェーン関連市場は今後数年で⾶躍的に成⻑する⾒込みであり、関連企業の業績成⻑を中期的
に押し上げることが期待されます。

今後もブロックチェーンの普及によって業績面で恩恵を受けることが可能な企業に着目しつつ、バリュエー
ションにも注意を払った運用を継続する方針です。

世界の株式市場の⾒通し

ブロックチェーン市場の⾒通し

今後の運用方針
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■販売会社（順不同、○は加⼊協会を表す） 2020年2⽉27⽇ 現在

販売会社名 区分 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

⾦融先物取引

業協会

一般社団法人

第⼆種⾦融商

品取引業協会

備考

とちぎんTT証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第32号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第52号 ○ ○ ○

むさし証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第105号 ○ ○

株式会社証券ジャパン ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第170号 ○

松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第164号 ○ ○

三木証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第172号 ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○

東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第140号 ○ ○ ○

木村証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第6号 ○

百五証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第134号 ○

株式会社新⽣銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第10号 ○ ○

株式会社富⼭第⼀銀⾏ 登録⾦融機関 北陸財務局⻑(登⾦)第7号 ○

＜備考欄の表示について＞

※１ 記載の日付より新規お取扱いを開始します。

※２ 記載の⽇付以降の新規お取扱いを⾏いません。

※３ 新規のお取扱いを⾏っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

次世代⾦融テクノロジー株式ファンド(愛称：ブロックチェーン・⾦融⾰命)

＜ご留意事項＞

・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。

・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを⾏っている場合があります。
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当資料は損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された販売⽤資料であり、法令に基づく開⽰書類ではありませ
ん。投資信託は⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保証はありま
せん。信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契約者保護機構の
保護の対象ではありません。証券会社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象ではありません。当資料
は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意
⾒等は予告なしに変更する場合があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運⽤⽅針が変更される場合があります。投資信託の設定・運
⽤は委託会社が⾏います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お
客様自身でご判断ください。なお、お客様への投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の提供は、販売会社において⾏います。

※MSCIのインデックスは、MSCIインク（以下「MSCI」といいます。）が開発した指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他⼀切の権
利はMSCIに帰属します。また、MSCIは同指数の内容を変更する権利および公表を停⽌する権利を有しています。


